
事務 ト

理

5,705 65,39

経

9 65,399 55,

費

416 55,416 5

[

6,929 0 56,9

長

29 0

国庫支出金 46

期

,797 142,41

総

2 0 523,152 2

合

6,781 144,3

計

78 51,724 0 5

画

1,724 0

県支出金

]

0 0 0 0 0 1,685

そ

568 0 568 0

市　

の

　債 362,100 4

他

12,700 79,6

分

00 1,718,40

野

0 288,100 52

別

3,300 462,7

目

00 0 462,700

標

0

そ の 他 83,6

３

12 60,138 81

子

8,071 58 901

供

41 0 41 0

一般財源

た

（税等） 1,864 1

ち

,899 3,537 3

が

,514 3,871 7

い

82 668 0 668 0

き

所要人数 正規職員 6.

い

97 6.97 8.12

き

8.12 6.96 6.

と

96 7.15 0.00

育

7.15 0.00

（人

つ

） 正規職員以外 0.0

ま

0 0.00 0.00 0

ち

.00 0.00 0.0

事

0 0.00 0.00 0

業

.00 0.00

主な予

区

算内訳
校舎増改築工事

分

請負費167,244

(

千円　整備工事請負費

2

70,660千円　解

)

体撤去工事請負費44

自

,594千円

治事務

３　目標及び実

法

績
指標名 単位 平成30

定

年度 平成31年度 令和

受

02年度 令和03年度

託

令和04年度

活
動
指
標

事

事業対象校数（義務教

務

育学校含む）
校

目標値

そ

実績値 13 49 21

達

の

成度(%) % % % % %

他

目標値

実績値

達成度(

政

%)

成
果
指
標

トイレ洋

　

式化率
%

目標値 36.

策

2 55.4 59.7

実

４

績値 36.2 55.4

安

59.7

達成度(%)

全

% % % % %

空調設備設

・

置状況(普通教室、特

安

別教室等)
室

目標値

実

心

績値 1196 1243

な

1243

達成度(%)

教

% % % % %

育環境の整備 会計

款

施　策 １
安全・安心な教育環境の整備 会計・ 項

予算区分 目

事

取組方針 ２
学校教育環境の整備 大事業

中事業

事業種別 継続 関連個別計画

事業年度 無し ～ 無し 担当課・担当課長・Tel 教育施設課 別院　雅之 435-1136

事業実施の根拠法令 関連課

１

業

　事業内容
（「誰・何」をどういう状態にするための事業か） 全体事業概要

事
業
目
的

児童等の安全を守り、安心で機能的かつ豊かな教育環境を確保すると 　小学校施設の改築、改修等

ともに地域住民の安全と安心の確保に資

チ

する。

事
業
内
容

平成30年度 平成31年度 令和02年度 令和03年度 令和04年度

・トイレ改修工事１０校 ・安原小プール改築工事設計 ・安原小校舎増築 ・安原小プール改築 （事業内容未定）

・ブロック塀改修工事 業務委託

ェ

・雑賀小公共下水道切替工事 ・川永小屋上防水

・紀伊小屋外プール改築工事 ・安原小校舎増築工事設計業 設計業務 ・中之島小屋上防水

・雄湊小プールろ過器移設 務委託 ・有功小昇降路整備 ・木本小屋上

事

防水

・貴志南小外１校

ッ

務

外壁調査業 ・雑賀小木

事

造校舎解体工事 ・野崎

業

西小照明器具取替 ・岡

N

崎小校舎増築

務委託 ・

o

雑賀小外2校ﾌﾞﾛｯ

事

ｸ塀改修

・紀伊・野崎

業

西小屋上防水

・安原小

名

物置解体及び新築

・安

[

原小既設プール解体撤

事

去

ク

業基本

２

情

　事業コスト

事業費等

報

（千円）
平成30年度

]

平成31年度 令和02

1

年度 令和03年度 令和

5

04年度

当初予算 決算

1

当初予算 決算 当初予算

2

決算 当初予算 決算 計画

シ

5

決算

事業費 494,3

小

73 617,149 8

学

3,218 2,253

校

,137 318,81

改

0 671,046 51

築

5,701 0 515,

事

701 0

伸び率（％）

業

632% △82.4%

事

△83.2% 265.

業

1% 283.1% △7

ー

区

0.2% 61.8% △

分

100% 0% 0%

人件

(

費
正規職員 55,70

1

5 55,705 65,

)

399 65,399 5

事

5,416 55,41

業

6 56,929 0 56

経

,929 0

正規職員以

費

外 0 0 0 0 0 0 0 0 0

管

0

小計 55,705 5



性]事業手段は妥当か ○ 現行の手段でよい 一部見直しが必要 見直しが必要

[妥当性]官民の役割は妥当か ○ 市が行うべき 他の主体との協働も可能 市が行う必要性は薄れている

[妥当性]緊急的に取り組む必要はあるか 急いで取り組む ○ 中長期的に取り組む 緊急性は薄い

[有効性]更に効果が期待できるか ○ できる あまりできない できない

[有効性]成果目標はどの程度達成しているか 達成している（90%以上） ○ おおむね達成（70～90%未満） 達成していない（70%未満）

[有効性]上位施策への貢献度 ○ 重要かつ高い貢献度がある 一定の貢献度がある 貢献度は低い

[効率性]事業費を抑制できるか ○ できない 制約はあるが可能性はある できる

[効率性]受益者負担の見直し 適正 ○ 負担は求められない 見直しが必要

５　今後の方向性（担当課評価）

事
業
内
容
の
方
向
性

充実 ○

現状維持

縮小

廃止

ゼロ 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

　普通教室への空調設置事業は平成２９年度に完了したが、既設空調設備の老朽化による更新や、各学校施設のトイレの洋

式化及び男女別化を進め、学校教育環

４

境の改善を継続的に図

　

る必要がある。また、

事

非構造部材の耐震化な

業

どの防災機能強化

事業

の

等、整備すべき課題は

評

多く残っている。

担当

価

課評価の根拠

　令和２

評

年度に策定した長寿命

価

化計画に基づき、中長

基

期的な維持管理に係る

準

トータルコストの削減

[

と予算の平準化を図る

妥

予

定だが、施設の老朽

当

化が進む中で事業のニ

性

ーズも増加すると思わ

]

れるため、内容的にも

事

コスト面においても拡

業

大が見込まれ

る。

見直

の

し・改善内容

ニーズはあるか ○ 増加している 横ばい 減少している

[妥当


